
別　紙

Ⅰ．事業評価総括表 （令和２年度） （単位：円）

番号 措　　置　　名 交付金事業の名称
交付金事業者
名又は間接交
付金事業者名

交付金事業に要し
た経費

交付金充当額 備　　考

1 地域活性化措置 保育園運営事業 魚沼市 51,468,798 44,152,000

合 計 51,468,798 44,152,000



Ⅱ．事業評価個表（令和２年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1 地域活性化措置 保育園運営事業
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 魚沼市
交付金事業実施場所 魚沼市堀之内、山口、今泉　地内

交付金事業の概要

魚沼市内保育園の保育士人件費（3保育園・保育士12名）10か月分
魚沼市は、第二次魚沼市総合計画に基づき、安心して産み育てる喜びを感じることができ
る社会の構築に向け、保育ニーズの多様化に対応するため、電源立地地域対策交付金を活
用し、保育サービス等の充実に努めています。

交付金事業に関係する
市町村の主要政策・施
策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策：
第二次魚沼市総合計画（平成28年度～令和7年度）
　第3節　健康・福祉　基本目標　生涯にわたり健やかで安心して暮らせるまちづくり
　　第2項　安心して産み育てる喜びを感じることができる社会の構築
　　　親子ともに健やかに育ちあいながら、子育てが楽しいと感じられるように、地域全
　　体で支える環境を整えます。
第二次魚沼市総合計画前期基本計画　主要な施策（平成28年度～令和2年度）
　1.子育て支援（3-2-1）
　　育児不安を受け止め、子育て世代が孤立しないように子育てに寄り添い、子どもの健
　やかな成長を地域全体で見守り、育む仕組みづくりをすすめていきます。
　　妊娠期から子育てまで切れ目のない母子保健対策の充実と、子育てに関して身近な相
　談窓口である保育園、幼稚園、子育て支援センターが連携し、情報の発信を行う体制づ
　くりとその確立に努めます。
　2.子育て環境の充実（3-2-2）
　　社会の変化による保育ニーズの多様化に対応するため、多面的な保育サービスの提供
　や、公立保育園の運営のあり方について検討します。
　　乳児期から健やかな発達を支援するため、子育て支援センターの体制整備や施策の充
　実に加え、保護者や地域が共に学び、育ち、支え合えるよう情報提供や利用相談に努め
　ます。
成果指標：
1.子育て支援　子育てが楽しいと感じる人の割合
　4か月:96.5%　1歳6か月:93.8%　3歳:87.2%（令和2年度）
2.子育て環境の充実　子育て支援センターの利用者数
　23,000人（令和2年度）



事業開始年度 平成28年度 事業終了（予定）年度 令和7年度
事業期間の設定理由 第二次魚沼市総合計画の終期まで

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和２年度
成果実績 ％ 100 
目標値 ％ 100 

達成度 ％ 100.0%

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施後速やかに評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
本交付金の活用により、魚沼市内保育園の保育士人件費（3保育園・保育士12名）10か月分
に充当し、当該3保育園の保育士の定員を確保することができました。引き続き次年度以
降、市の子育て支援関係施策の基本となる公立保育園の運営体制を確保しつつ、一時預か
りや延長保育を含めた様々な保育サービス等の充実を図っていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

活動指標 単位 平成30年度 令和元年度 令和２年度
活動実績 人月 100 100 120 
活動見込 人月 100 100 120 
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の総事業費
等

平成30年度 令和元年度 令和２年度 備　考

総事業費 50,572,352 48,015,168 51,468,798
交付金充当額 43,318,000 43,273,000 44,152,000
うち文部科学省分 0 0 0
うち経済産業省分 43,318,000 43,273,000 44,152,000

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

保育士人件費 雇用 保育士12名 51,468,798
交付金事業の担当課室 教育委員会子ども課
交付金事業の評価課室 総務政策部企画政策課

要保育児
の入所率
100%

要保育児の入
所率：入所者
数÷入所対象
人口×100

交付金事業の活動指標
及び活動実績

保育士の雇用量
（雇用人数（人）×雇

用期間（月））

平成28年度～令和2年度
総事業費
　　　　　244,198,420

交付金事業の成果目標
及び成果実績


